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背景・目的

背景

➢今後導入されるバイオマス発電・水力発電・地熱発電（以下、再エネ3電源）は
ノンファーム型接続電源として系統混雑要因での出力制御の可能性がある

➢変動性再エネ（太陽光発電、風力発電）も含む、公平性の視点から、最低負荷
の引き下げの技術課題を明確化する必要がある

目的

➢再エネ3電源の出力変化率の向上や、最低負荷の引き下げ等の柔軟性向上
の技術開発を見据え、柔軟な運用の限界とその要因を明らかにする。



202

0
4

事業概要 再エネ3電源の柔軟性向上に向けた課題抽出・整理

事業概要

現状の発電設備を対象に、設備仕様、設備規模、および運用状況について、文献に
基づき調査・整理する。また、負荷変化運用や最低負荷運用時の技術課題について
は、ヒアリングや特許等の公開文献に基づく調査を行う。

最終目標

再エネ3電源について、系統連系規定や電力品質確保に係る系統連系技術要件ガ
イドラインで明記されている発電設備に求められる仕様等と対応させ、a.各仕様の現行
の運用範囲、b.運用上の限界値、c.技術開発で対応可能な範囲を表形式でまとめ、そ
れぞれに対応する際の課題、対策コスト（増分）の要因等について抽出・整理する。
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バイオマス発電の柔軟性向上のための技術検討
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◆大型バイオマス専焼発電設備の大部分を占めるCFB（循環流動床ボイラ）を対象と
し、柔軟性向上に向けた技術課題等を調査・整理（概ね50MW以上）

バイオマス発電の柔軟性向上に向けた課題抽出・整理

対象：FIT認定されている1MWより大きく300MW以下のバイオマス発電所（全：241件）
（その他 CHP：12件、ガスエンジン：3件、ディーゼル：1件、ORC （Organic Rankine Cycle） ：1件、不明：24件）
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図．出力帯ごとの設備容量
（設備容量＝定格出力×基数の合計）
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バイオマス発電の柔軟性の現状性能、向上限界、限界に至る
までの課題と対応（主にボイラ）

◆現状性能：最低負荷の下限：50～60%、負荷変化率の上限：1%/分
◆柔軟性向上の限界：最低負荷：45%（木質ペレット専焼）、負荷変化率：3%/分
◆柔軟性向上の限界に至るまでの課題：①火炉内温度低下による燃焼不安定化

 ②流動媒体循環量低下による蒸気温度低下
 ③低負荷運用への変圧運転の適用と熱応力の緩和

G
蒸気ドラム

課題③
負荷変化幅拡大への
変圧運転の適用

対応③
・変圧運転の安定運用

課題③
低負荷・変圧運転による
熱応力への適応

対応③
・熱応力の緩和に適した
耐火物の開発・採用

・熱応力を散逸する耐火
構造の開発・採用

課題①②
低負荷時の燃焼安定
性の確保

対応①②
・流動化空気ノズル
の改良

・排ガス循環等によ
るボイラ内燃焼温
度の維持

火炉

蒸気の流れ

燃焼ガスの流れ

流動床を形成

流動媒体の戻り
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バイオマス発電における負荷変化性能の現状値、課題、技術開発等
により対応可能な範囲
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バイオマス発電の柔軟性向上に向けた課題と対策及び対策実施
のためのコスト増分

影響の大きい問題 課題 対策
対策実施のための
コスト増分等

（ボイラ以外）高頻度な出力
制御に対応するため、燃料の
保存期間が長期化し、燃料の
自然発熱と火災リスクが増加
する

燃料消費量が減少し、
保存期間が想定外に長
期化して自然発熱が発
生（特に低負荷運転に
不向きの燃料種）

再エネ制御の予測に基
づき保存期間や使用順
を管理

• 燃料管理負担の増加

（ボイラ以外）高頻度な出力
制御により燃料消費計画が変
更となり燃料流通に影響を及
ぼす

燃料消費計画の変更に
よる滞船の増加への対
応

出力制御による燃料消
費計画の変動を考慮し
た燃料調達計画の策定

• 燃料管理負担の増加

①低負荷時にボイラ内の温度
低下により燃焼状態が不安定
化し、運転に支障が出る

温度低下、流動化空気
量減少時の安定燃焼

流動化空気ノズルの改
良、排ガス再循環等に
よるボイラ内燃焼温度
の維持

• ノズルの改良技術の開
発費が必要

• 排ガス再循環運転は実
績が無く実証が必要

②低負荷時（定圧運転）に流
動媒体の循環量が減り、運転
範囲が限定される

負荷変化幅の拡大 変圧運転の採用による
安定運用

• CFBボイラへの国内適
用実績は無く、実証が
必要

③ボイラの大きい熱慣性およ
び時定数が大きいことにより
柔軟な運用を行ったときの制
約要因となる

蒸気管と耐火物の熱応
力の緩和

熱応力の緩和に適した
耐火物の開発・採用，
熱応力を散逸する耐火
構造の開発・採用

• 耐火物・耐火構造の開
発が必要

• 開発技術の実証が必要
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バイオマス発電の柔軟性の限界に至るまでの課題への対応
（まとめ）と技術開発について（主にボイラ）

◆柔軟性向上の限界に至るまでの課題（①～③）への対応
• 流動化空気ノズルの改良
• 排ガスの循環運用
• 変圧運転の安定運用
• 熱応力を緩和・散逸する耐火物の開発等

◆技術開発について

バイオマス発電の導入容量が小さく、柔軟性の向上により再エネ制御率の削減効果は
限定的であり、技術開発や事業化には時期尚早と判断
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地熱発電の柔軟性向上のための技術検討
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地熱発電の柔軟性向上に向けた課題抽出・整理

◼ 主に国外で研究されている柔軟性に関する運用方法を調査

◼ 熱源や環境への影響等、柔軟な運用を妨げる要素を整理

◼ 調査対象
・設備容量の95%以上を占める、2,000kW以上（特別高圧接続）の発電設備
・総基数の7割、総設備容量の9割以上を占めるフラッシュ方式に重点を置く
・蒸気生産・還元基地廻りの課題にも留意

※ 現在稼働中の生産井および還元井は250本以上

大気放出弁

生産井バルブ

出展：「地熱開発の現状」（2008, NEDO）の図に加工



202

0
13

大気放出弁

生産井バルブ

地熱発電の柔軟性の現状性能、向上限界、限界に至るまで
の課題と対応

出展：「地熱開発の現状」（2008, NEDO）の図に加工

課題①
 大気放出弁・生産井バ
ルブ・各設備のスケー
リング個所の増大

・スケーリングの抑制
対応①

スケーリングメカニズ
ムを考慮した薬注など

課題②
 生産井の噴気停止
・貯留層の状態変化の
予測、状態安定化

対応②
地下構造の変化予測、
貯留層のリアルタイム
モニタリングなど

課題④
蒸気の大気放出による環境影響の発生、周辺地域への熱水・蒸気供給の停止
・周辺環境への影響低減、供給熱の安定化

対応④
サイレンサの大容量化・高機能化など

【出力制御の方法】
◆ 大気放出弁を開く
◆ 生産井バルブを絞る

◆現状性能：最低負荷の下限：25%程度、負荷変化率の上限：3～6%/分
DSS、LFC、EDC運用はいずれも困難、GF設備は付帯しているが実運用は困難

◆柔軟性向上の限界：運用制約が多く、対応可能な範囲の明示が困難
◆柔軟性向上の限界に至るまでの課題：①スケーリング箇所の増大、②生産井の噴気停
止、③出力ハンチング・停止、④周辺環境・供給熱の不安定化

課題③
 低負荷・所内単独運
転継続による出力ハ
ンチング、発電停止

・出力ハンチング・
タービン排気温度上
昇の抑制、GF運転の
無実績

対応③
タービンバイパスに
よる出力制御、エネ
ルギー貯蔵による負
荷増大、GF運転後の
原状回復技術など
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地熱発電における負荷変化性能の現状値、課題、技術開発等に
より対応可能な範囲
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地熱発電の柔軟性向上に向けた課題と対策及び対策実施のため
のコスト増分
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地熱発電の柔軟性の限界に至るまでの課題への対応（まと
め）と技術開発について

◆国外では柔軟な運用について先行して検討されているが、このケースは火力発電
等の調整電源が少なく、地熱発電を調整電源として用いる必要のある特殊な事例

◆柔軟性向上の限界に至るまでの課題（①～④）への対応
• スケーリングメカニズムを考慮した薬注
• 地下構造の変化予測、貯留層のリアルタイムモニタリングなど
• タービンバイパスによる出力制御、エネルギー貯蔵による負荷増大、GF運転後の
原状回復技術など

• サイレンサの大容量化・高機能化など

◆技術開発について

地熱発電の導入容量が小さく、柔軟性の向上による再エネ制御率の削減効果は限定
的であり、技術開発や事業化には時期尚早と判断
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水力発電の柔軟性向上のための技術検討
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水力発電の柔軟性向上に向けた課題抽出・整理

◆中規模以上の水力発電を対象に、柔軟性向上に伴う水力発電設備の信頼性低下
要因になり得る諸問題ならびに周辺環境への影響等を調査・整理

• 周辺環境として、河川および水路系への
影響ならびに課題・対応を調査・整理

水力発電の概念図（流れ込み式）

• 部分負荷運転時におけるキャビテーション
に起因する課題ならびに対応を調査・整理

• 部分負荷運転時に水車内流れが乱れること
で生じる流体構造連成振動に関する影響等
を調査し、課題・対応を整理

河川

ダム貯水池 沈砂池 導水路

ヘッドタンク

余水路
水車発電機

取
水
口

水
圧
管
路
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部分負荷運転時に水車で発生する現象例

出典１：K. Yamamoto, A. Müller1, A. Favrel, F. Avellan, Experimental evidence of inter-blade cavitation vortex 

development in Francis turbines at deep part load conditionExp Fluids (2017) 58:142

Deep part load 運転中に発生
する翼間キャビテーション1

キャビテーションが翼面上で消滅す
る瞬間に高温・高圧となり、衝撃力
で翼表面を破壊し劣化する（壊食）

ランナ（羽根車下流）の渦芯に生じ
るキャビテーション1

渦芯の振れ回りによる強い圧力脈動
キャビテーション体積が変動すると
流量変動を伴い発電所全体が振動
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水力発電の現状性能、柔軟性向上の限界、限界に至るまでの
課題

◆現状性能：最低負荷の下限：
✓ 50%（標準的なもの）
✓ 負荷変化率の上限：50～100%/分
✓ DSS、GF、LFC、EDC運用はいずれも可能

◆柔軟性向上の限界：
✓ 最低負荷：0～100%
✓ 負荷変化率：100%/分

◆柔軟性向上の限界に至るまでの課題：
① 水車： 旋回失速、キャビテーション発生、翼面壊食、圧力脈動、効率低下、
応力集中、疲労破壊、摺動部摩耗他

② 周辺環境： 河川水位上昇、農業用水等補給毀損、下流発電所の減電，
振動・騒音、取水口～水車の着水遅れ時間，魚類・底生動物影響他
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水力発電の柔軟性向上に伴う主要課題への対応

課題①
水車の旋回失速、キャビテーション発生、翼面壊食、圧力脈
動、効率低下、応力集中、疲労破壊他

対応
• 低負荷でのキャビテーション発生や効率低下等を抑制した
水車形状の設計標準化とツール開発

• 高速制御に伴って増加する水車等の損傷リスクの適切なコ
ントロールのためのデジタル技術(SPPS)やエネルギースト
レージ(BESS) 、過渡応答シミュレータ等の技術開発

課題②
農業用水等補給毀損，河川水位上昇、農業用水等補
給毀損、振動・騒音、魚類・底生動物影響他

対応
• 導水路・水圧管路の流水遮断、余水路放流，河川
放流、微小開度放流等の抑制と諸問題発生回避の
ためのバルブ付きバイパス管路やBESS等の設置

課題②
取水口～水車の着水遅れ時間

対応
• 取水口ゲートの自動制御装置の設置
（電源、通信環境の整備を含む）

課題②
放水口と下流河川の水位上昇

対応
• 自動警報装置や監視カメラ等の設置
（電源、通信環境の整備を含む）
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水力発電における負荷変化性能の現状値、課題、技術開発等に
より対応可能な範囲
負荷変化性能 現状値 主な問題点と技術課題 技術開発等により対応可能な範囲

最低負荷 事業者、地点で異な
るが、標準は50%前
後。
但し、事業者の責任
で、振動等を勘案し
ながら10%前後まで
下げた運用もある

水車：キャビテーション発生、翼面壊食、
圧力脈動、旋回失速のリスク増、効率低下

低負荷でのキャビテーション発生や効率低
下等を抑制した水車形状、エネルギースト
レージ（BESS）、デジタル技術（SPPS）に
より、柔軟性向上に伴う水車の損傷リスク
の増加を適切にコントロールし、0～100%

運転を可能とする

負荷変化速度 50～100%/min程度
(調整池式、貯水池
式)

(水路式は地点で異な
る)

水車・圧力管路：可動翼の軸や摺動部の摩
耗、過渡応答、応力集中、キャビテーショ
ン発生、水撃波の発生・伝播、圧力脈動

BESS、SPPS、密閉式エアクッションサージ
チャンバー、過渡応答シミュレータにより、
柔軟性向上に伴う水車や圧力管路の損傷リ
スクの増加を適切にコントロールし、高速
制御を可能とする

DSS運転 運転可
（但し、制御指令⇒
運転制御の時間に制
約）

水車・発電機：翼間・ランナ出口の圧力振
動、ランナの疲労破壊
水路・河川：無降雨時の水位上昇、農業用
水等利水補給の毀損、振動・騒音、余水路
や巻上機等の劣化促進、着水遅れ時間対応
（要員確保or自動制御）
その他：発電制御以外の下流発電所の減電、
溢水防止低水位運転による減電

水車・発電機の課題については同上

水路・河川・その他の課題については、バ
ルブ付きバイパス管路やBESS等の設置によ
り、柔軟性向上に伴う流水遮断や余水路放
流、微小開度放流を抑制し、諸問題の発生
を回避する

GF 可能 100MW以上の大型揚水では系統用件が課さ
れているが、一般水力には系統用件は課さ
れておらず、出力調整速度は揚水よりも劣
ると考えられる

地点ごとに異なるが、現状よりも厳しい系
統用件となる場合には、制御系や伝送系の
大掛かりな改修が必要で、大きなコストを
要すると考えられる

LFC 可能

EDC 可能
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水力発電の柔軟性向上に向けた課題と対策及び対策実施のた
めのコスト増分
影響の大きい問題 主な課題 主な対策 対策実施のためのコスト増分等

①水車：
・部分負荷運転の頻度の増加
により，キャビテーションや
旋回流が発生する領域での運
転が増え，翼面壊食や流体振
動等による損傷リスクが増え
るとともに水車効率が下がる

・部分負荷運転による水車
の損傷リスクを低減させ，
保全コストを抑制するとと
もに，発電電力量の減少を
抑制する必要がある

・部分負荷運転や高速・高頻
度制御でも損傷リスクが高ま
らない水車・発電機ならびに
水路系の設計技術の汎用化を
図る（密閉式エアクッション
サージチャンバー等設置含
む）
・水力発電所に小規模なエネ
ル ギ ー ス ト レ ー ジ 機 能
（BESS）を持たせ，高速・
高頻度な水車の制御や起動停
止を抑制する
・ デ ジ タ ル ・ AI 技 術
（SPPS）を用いて副作用(設
備損傷,溢水等)を最小化する

・部分負荷運転や高速・高頻度
制御に対する最適化が十分でな
く，技術開発と実機実証が必要
・水車とBESSの最適運転につ
いて国内外に実績がほとんど無
く，我が国の特性に合わせた技
術開発と実機実証が必要
・SPPSによる最適制御の国内
実績が無く，我が国の特性に合
わせた技術開発と実機実証が必
要

①水車：
・高頻度な出力調整や起動停
止の増加により，水車の摺動
部品の摩耗や疲労破壊，水撃
波の発生や過渡応答による水
車・水圧管等の損傷のリスク
が増える

・高速・高頻度な出力調整
や起動停止による水車・発
電機や水圧鉄管等の損傷リ
スクを低減させ，保全コス
トを抑制する必要がある

②周辺環境：
・一般送配電事業者からの出
力制御指令によって河川放流
が発生する場合，人工洪水に
よって河川水位が上昇し，
(特に無降雨時に)入川者の安
全の確保が難しくなる
・水路を農業用水等の利水補
給に利用している場合，出力
制御指令に伴う取水制御に
よって利水補給できなくなる

・入川者の安全確保を行う
必要がある
・河川放流させない，もし
くは，利水補給を続けるた
め，流水を止めずに出力制
御する必要がある．
・河川放流させない，もし
くは，利水補給を続けるた
め，水車の運転を継続する
必要がある

・自動警報装置や監視カメラ
等を設置する（電源、通信環
境の整備を含む）
・バルブ付きバイパス管路等
を設置し，水車を通過させず
に放水路に水を流下させる
・水力発電所に小規模なエネ
ルギーストレージ機能を持た
せ，出力制御に伴う流量変化
を抑制する

・出力制御直前の指令への対応
が必要
・追加の設備導入により脱炭素
拡大の事業成立性の低下が懸念
され，地点によっては掘削等の
膨大な費用が必要
・水車とBESSの最適運転につ
いて国内外に実績がほとんど無
く，我が国の特性に合わせた技
術開発と実機実証が必要
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水力発電の柔軟性向上の技術開発イメージ
－発電電力量拡大との両立のために必要な技術開発項目

I. 低負荷時にも高効率な水車の設計技術
⇒技術開発項目：(中小メーカも利用可能な)水車設計の標準化・シリーズ
化、設計ツール、模型試験プラットフォーム(検証用、過渡応答兼用)

⇒得られる効果：幅広い運転範囲で高効率化を図り、かつ、翼面の壊食や
流体振動を抑制

II. 高速・高頻度な出力制御にも適した水車・発電機と水路系の設計技術
⇒技術開発項目：エネルギーストレージ(BESS)、過渡応答シミュレーター

(水車-発電機-設備連成解析、余水制御設備や圧力脈動抑制設備の連
成を含む)、可変速水車・発電機

⇒得られる効果：出力調整や起動停止に伴う水撃波の発生、振動を抑制
III. 高速・高頻度な出力制御にも適した水車・発電機の運用制御技術

⇒技術開発項目： IoTセンサーやAI等によるデジタル技術、SPPS
⇒得られる効果：状態監視・最適制御による発電電力量の最大化と壊食、
侵食、機器損耗の最小化

BESS：Battery Energy Storage System、SPPS: Smart Power Plant Supervisor

『技術開発項目（本調査にて、以下Ⅰ、Ⅱ、Ⅲの技術開発が必要と判断。2025年
以降、本プロジェクトにて実施予定）』
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まとめ

◆バイオマス発電はCFBボイラ、水力発電はダム式・ダム水路式・水路式（中規
模以上）、地熱発電はフラッシュ方式に対象を絞り、運用柔軟性に関する現
状の性能、性能向上の限界、性能の限界に至るまでの技術課題を調査。

◆文献調査、学会調査、発電事業者やメーカーへのヒアリングを通じ、技術課
題をベースとした研究開発案を列挙。

◆柔軟な運用を実施するための技術課題・対策・対策実施のためのコスト増分
（定性的評価）を整理。

◆バイオマス発電や地熱発電については導入量が少なく、柔軟性の改善によ
る再エネ制御率削減の効果が限定的であることから、技術開発の優先順位
を考慮し、次期事業としては水力発電について2点の技術開発を進めることと
なった。
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以下、参考資料
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◆バイオマス発電のボイラ形式を整理

バイオマス発電の形式

炉形式 ストーカ式 気泡流動床式 循環流動床式 微粉炭式

流動状態 移動層 気泡流動層 乱流流動層 噴流層

本研究での
略記

ストーカ
BFB

(Bubbling Fluidized 

Bed)

CFB

(Circulating Fluidized 

Bed)

PC

(Pulverized coal 

Combustion)

特徴 ➢ 火格子上で燃料を
移動させながら燃
焼

➢ 下部から空気を導
入して形成した気
泡流動層内で燃焼

➢ 流動媒体は炉内に
留まる

➢ 下部から空気を導入
して形成した乱流流
動層内で燃焼

➢ 流動媒体の一部は排
出され、サイクロン
で回収され循環

➢ 粉砕して微粉状となっ
た燃料を空気とともに
炉内に吹き込んで燃焼

燃料
空気
流動媒体
燃焼場



202

0
28

水力発電の柔軟性向上に向けた調査対象の選定
出力規模別の整理（総出力ｋW）

◆新規水車や改修水車の容量が多い中規模（概ね１０MW）以上の大型水車発電設
備について、柔軟性向上に向けた技術課題等を調査・整理

出典：資源エネルギー庁HP（2023年3月31日現在）、ターボ機械協会・生産統計
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67%

10.9%

13%

 1,000kW～3,000kW
 3,000kW～5,000kW
 5,000kW～10,000kW
 10,000kW～30,000kW

日本の一般水力
（1,000kW未満除く）

1362地点

至近10年の新規水車
（1,000kW未満除く）

36台

至近10年の改修水車
（1,000kW未満除く）

346台
新規地点では 10,000kW ～
30,000kWが総出力で7割程度
を占める

改修地点も10,000kW以上が8
割以上、30,000kW以上が5割
程度を占める

総出力は10,000kW以上が8割
以上、30,000kW以上が6割程
度を占める
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